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Ⅰ　外国人労働者 100 万人超時代から
150 万人時代へ

1　2018年10月末で外国人労働者数146万463人
を記録

2018 年末における在留外国人数は 273 万 1093
人（中長期在留者数は 240 万 9677 人，特別永住者数
は 32 万 1416 人）。前年末に比べて 16 万 9245 人

（6.6 ％）増加している（法務省入国管理局「平成 30
年末現在における在留外国人数について」）。

厚生労働省が，外国人雇用状況の届出制度に
よって把握した外国人労働者の数（特別永住者，
在留資格「外交」「公用」の者を除いた数字）は，

2018 年 10 月末で過去最高の 146 万 463 人（前年
比 18 万 1793 人，14.2 ％増加）。

2016 年 10 月末の外国人労働者数が 108 万 3769
人であり，外国人雇用状況の届出制度開始後初め
て 100 万人を突破して，「外国人労働者 100 万人
時代の到来」と報道されたが，2017 年 10 月末は
127 万 8670 人，2018 年 10 月末は 146 万 463 人と
毎年 20 万人弱の増加を続けている。すでに，「外
国人労働者 150 万人時代」を迎えているのである

（厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況」（平成
30 年 10 月末現在））。

政府は，2019 年 4 月に施行された改正入管法
に基づく特定技能制度により 5 年間で最大 34 万
5 千人を受け入れると言っているので，外国人労
働者数の増加はさらに加速される可能性がある。

2　重要な部分を占める「技能実習」と「留学」に
よる外国人労働者受け入れ

厚生労働省「『外国人雇用状況』の届出状況」（平
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日本の外国人労働者数は 2018 年 10 月末で 146 万 463 人を記録し，今後，更に大幅な増加
が予想される。日本は「いわゆる単純労働者」は受け入れないという方針を取っている
が，実際には「身分に基づく在留資格」「技能実習」「資格外活動（留学）」という形で多
くの「単純労働者」を受け入れている。1980 年代以降，オーバーステイ，日系人二世・
三世，研修・技能実習生が労働力確保のために受け入れられ，これは「サイドドア・バッ
クドアからの受け入れ」と言われてきた。このうち，技能実習制度には，「技術移転によ
る国際貢献」という目的が虚偽であり，職場移動の自由がなく，求人・求職の過程で中間
搾取と人権侵害を受けるという構造的な問題がある。このような状況の中で，2019 年 12
月の入管法改正により，特定技能という新制度による外国人労働者受け入れ制度ができ，

「フロントドアからの受け入れ」が開始されたが，ブローカーの規制が行われていないこ
となど問題が多い。
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成 30 年 10 月末現在）は，興味深い数字を示して
いる。
「国籍別の状況」には，「労働者数が多い上位 3

カ国」と「増加率が高い上位 3 カ国」が示されて
いる。

労働者数が多い上位 3 カ国
・中国 38 万 9117 人（全体の 26.6 ％）［前年同

期比 4.5 ％増］
・ベトナム 31 万 6840 人（同 21.7 ％）［前年同

期比 31.9 ％増］
・フィリピン 16 万 4006 人（同 11.2 ％）［前年

同期比 11.7 ％増］
増加率が高い上位 3 カ国
・ベトナム 31 万 6840 人［前年同期比 31.9 ％ 
（7 万 6581 人）増］

・インドネシア 4 万 1586 人［前年同期比 21.7 ％
（7427 人）増］

・ネパール 8 万 1562 人［前年同期比 18.0 ％（1
万 2451 人）増］

特徴的なのはベトナム人の増加が著しいことで
ある。前年比 30％以上で増加している。その内
訳は，「技能実習」が 45.1 ％，次いで「資格外活
動（留学）」が 38.1 ％である。次に増加率が多い
インドネシアは「技能実習」が 60.0 ％を占めて
おり，その次に増加率が多いネパールでは「資格
外活動（留学）」が 54.6 ％を占めている。「資格外
活動（留学）」とは，留学の在留資格で，就労が
可能になる資格外活動許可を得ている者という意
味である。留学は就労が禁止されている在留資格
であるが，資格外活動許可を得れば，週 28 時間
以内の就労が可能になるのである。

ここで分かることは，外国人労働者の増加率が
高い 3 カ国は，技能実習と留学という在留資格で
受け入れられているということである。

これに対して，労働者数が最も多い中国の場
合は「身分に基づく在留資格」の割合が 26.7 ％，

「専門的・技術的分野の在留資格」が 26.5 ％，「資
格外活動」が 24.0 ％，「技能実習」が 21.6 ％と
なっている。労働者数が 3 位であるフィリピンの
場合，「身分に基づく在留資格」の割合が 71.4 ％
を占めており，その内訳をみると「永住者」の割
合がフィリピン全体の 41.8 ％となっている。「身

分に基づく在留資格」は永住，日本人の配偶者等，
永住者の配偶者等，定住者という 4 つの在留資格
により構成される，活動制限のない在留資格であ
る。「専門的・技術的分野の在留資格」は「教授」

「芸術」「宗教」「報道」「高度専門職」「経営・管理」
「法律・会計業務」「医療」「研究」「教育」「技術・
人文知識・国際業務」「企業内転勤」「興行」及び

「技能」の在留資格によって構成される。これが，
「単純労働者は受け入れない」としてきた政府の
本来の外国人労働者受け入れのための在留資格で
ある。「資格外活動」は，「留学」「家族滞在」等
の就労が禁止されている在留資格において，就労
が可能になる資格外活動許可を得ている場合のこ
とである。
「在留資格別の状況」では，「労働者数が多い上

位 3 資格」が記載されている。
労働者数が多い上位 3 資格
・身分に基づく在留資格 49 万 5668 人（全体の 

33.9 ％）［前年同期比 8.0 ％増］
・技能実習 30 万 8489 人（同 21.1 ％）［前年同

期比 19.7 ％増］
・資格外活動（留学）29 万 8461 人（同 20.4 ％）
［前年同期比 15.0 ％増］

上位 3 資格に，本来の外国人労働者受け入れの
ための在留資格であるはずの「専門的・技術的分
野の在留資格」は入っていない。第 1 位の「身分
に基づく在留資格」の多くは，永住資格の取得か
日本人ないし永住者との婚姻により日本に定住し
ている外国人であり，新たな受け入れとは言い難
い。技能実習生について政府は，外国人労働者受
け入れのための制度ではなく，技術移転を通じた
国際貢献のための制度であると説明しているが，
実際には労働力確保のために利用とされており，
これが第 2 位である。留学も，労働者受け入れの
ための制度ではないが，最近は，これが労働者受
け入れのための制度として利用されているとい
え，これが第 3 位になっているのである。

本来の外国人労働者受け入れのための制度であ
るはずの，「専門的・技術的分野の在留資格」は

「27 万 6770 人（同 19.0 ％）［前年同期比 16.1 ％増］」
となっている。これが第 4 位である。
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Ⅱ　外国人労働者受け入れ政策の問題

1　従来の政府の基本的考え方

政府は，専門的・技術的分野については，外国
人労働者を積極的に受け入れ（第 6 次雇用対策基
本計画（1988 年），雇用対策法第 4 条第 1 項第 10 号，
第 9 次雇用対策基本計画（1999 年），第 5 次出入国管
理基本計画（2015 年）），「いわゆる単純労働者」の
受け入れは「十分慎重に対応」する（第 9 次雇用
対策基本計画）という方針を取ってきた。「十分慎
重に対応」するとは，受け入れないという意味で
ある。
「専門的・技術的分野」の労働者とは，大学・

専門学校を卒業した労働者（機械工学等の技術者，
通訳，デザイナー，私企業の語学教師等），特定の
技能を有する職業の労働者（外国料理の調理師等）
等のことである。これに対して，「いわゆる単純
労働者」という概念の定義はないが，「専門的・
技術的分野」の労働者以外の労働者のことである
とされている（なお，筆者は，「単純労働」などと
いうものは存在せず，「単純労働者」という言葉を使
うこと自体が不適切であると考えている）。

しかし，実際には，1980 年代以降の日本社会
において，最も必要とされたのは「いわゆる単純
労働者」であり，企業はそのような外国人労働者
を求め，多くの労働者が出稼ぎ目的で来日した。
その際に使われたのが，観光等を目的とする名目
で短期滞在の在留資格を使って来日し，在留期限
が過ぎて，在留資格を喪失してもそのまま日本に
滞在して働き続ける「オーバーステイ」（不法滞
在者）の外国人労働者であった。法務省の調査に
よると，ピーク時の 1993 年の不法滞在者数は 29
万 8646 人に達し（同年 5 月 1 日），以降，減少して，
2014 年は 5 万 9061 人に至り（同年 1 月 1 日），そ
の後，若干，増加して，2019 年には 7 万 4167 人
になっている（同年 1 月 1 日）（法務省「本邦にお
ける不法残留者数について」（平成13年1月1日現在），
同（平成 27 年 1 月 1 日現在），同（平成 31 年 1 月 1
日現在））。

1989 年に改正され，1990 年に施行された出入
国管理及び難民認定法（以下，「入管法」という）

は，「定住者」という在留資格を創設した。「定住
者」の在留資格によって，日系人二世・三世が日
本に来て働くことが可能になった。これにより，
南米のブラジル，ペルー等の国から日系人二世・
三世が多く入国する。2018 年 10 月末の定住者の
労働者数は，10 万 5953 人である（厚生労働省「『外
国人雇用状況』の届出状況」（平成30年10月末現在））。

また，1981 年の出入国管理令の改正により，
留学生の在留資格から枝分かれした「4－1－6 の
2」（「本邦の公私の機関により受け入れられて産業上
の技術又は技能を習得しようとする者」）という在
留資格が創設され，1990 年の改正入管法でこれ
が「研修」となり，1991 年には，法務省告示に
より団体監理型受け入れが認められ，中小企業
が「研修」生を受け入れることができるようにな
り，受け入れが拡大した。政府は，「研修」は技
術・技能を出身国に移転することにより国際貢献
をするための制度であると説明していたが，団体
監理型受け入れの創設により，労働力確保目的の
受け入れが増大した。「研修」は就労のための在
留資格ではないとされていたので，雇用契約を
締結せず，労働関係諸法令の適用はないとされて
いた（なお，労働実態があることを前提に，労働基
準法等の適用を認めた三和サービス事件（津地裁四
日市支部判平成 21.3.18 労判 983 号，名古屋高判平成
22.3.25 労判 1003 号），スキールほか事件（熊本地判
平成 22.1.29 労判 1002 号）がある）。
「研修」は 1 年間を上限とする在留資格である

ので在留資格の更新はできず，他の就労可能な在
留資格への変更も認められていない。しかし，継
続して雇用をしたいという受け入れ企業の要望に
応える形で，1993 年に「研修」修了者が技能実
習生として，「特定活動」の在留資格で 1 年間労
働できるという制度が作られた。これが技能実習
制度の創設である。この時は，1 年目の在留資格
が「研修」で研修生，2 年目の在留資格が「特定
活動」で技能実習生という形であった。これは，
入管法の改正によらず，法務省告示によって「特
定活動」による技能実習を認めるという形で始
まった。技能実習は雇用契約に基づいて行われ，
労働関係諸法令が適用されるという建前であった
が，実際には労働関係諸法令違反が横行していた。
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1995 年，技能実習の期間が 2 年間に延長され，
「研修」1 年の後に 2 年間の技能実習（在留資格
は「特定活動」）を行うことができるという制度に
なった。2 年間の技能実習終了後は，在留資格の
更新はできず，他の在留資格への変更も原則とし
てできない。3 年間働いたのちには，必ず帰国し
なければならないという制度である。なお，研修
も技能実習も家族帯同は認められていない。

2009 年の入管法改正で研修制度と技能実習制
度が分離され，「研修」は 1 年間で終了し，技能
実習への移行はできなくなった。一方，技能実習
は，最初の 1 年間の在留資格は技能実習 1 号，そ
の後は 2 年間の在留資格は技能実習 2 号とされ，
3 年間終了後は帰国しなければならない制度と
なった。なお，技能実習という在留資格は，この
時に初めて創設されたのである（それまでは，「特
定活動」の一つとして受け入れられていた）。さら
に，2017 年の入管法改正では，3 年間の技能実習
終了後に，技能実習 3 号という在留資格で更に 2
年間働くことが認められた。

このように，政府は「いわゆる単純労働者」の
受け入れはしないと言っていたが，実際にはオー
バーステイ，日系人二世・三世，研修・技能実習
生ないし技能実習生が受け入れられ，「単純労働
者」を含めた労働力確保の手段として活用され
てきた。このような受け入れ方は「サイドドア・
バックドアからの受け入れ」と言われている。

さらに最近は，留学生が労働力受け入れの手段
として使われている。政府は 2008 年，「留学生
30 万人計画」を打ち出し（「『留学生 30 万人計画』
骨子」平成 20 年 7 月 29 日　文部科学省他），留学生
受け入れ数の増加に取り組み，多くの留学生が外
食産業，食品製造業，新聞配達等の現場で働いて
いる。留学生の中には，出身国のブローカーに年
収の数年分にもあたる金銭を支払い，そしてこれ
を借金によって準備しているため，来日後，就労
が許可されている週 28 時間の制限を超えて過酷
な長時間労働をせざるを得ない状況に追い込まれ
ている者も多く，社会問題になっている。

このように，日本の外国人労働者受け入れ政策
は，根本的なところで大きな誤りを犯している。
すなわち，「いわゆる単純労働者」は受け入れな

いという建前を取りつつ，本音では「いわゆる単
純労働者」の受け入れの必要性を認め，「バック
ドア・サイドドアからの受け入れ」を容認ないし
推進していることである。オーバーステイの労働
者受け入れは 1990 年代は事実上容認されており，
規制が強化されたのは 2003 年以降である。日系
人二世・三世の受け入れは，外国人労働者ないし
移民としての受け入れを検討せずに開始したた
め，家族とともに来日した日系人二世・三世をど
のようにして日本社会に受け入れ，その社会保障
や子どもの教育をどうするかについては地方自治
体の取り組みに任され，地方自治体が大変な苦労
をすることになった。技能実習制度は，強制労働
や人身取引の危険が指摘され，人権侵害の事例の
報告が後を絶たず，国内外から厳しい批判を受け
ている状況である（日本弁護士連合会「外国人技能
実習制度の早急な廃止を求める意見書」（2013 年 6 月
20 日），国務省人身取引監視対策部「人身取引報告書」

（2019 年 6 月 20 日），『外国人技能実習生法的支援マ
ニュアル　今後の外国人労働者受入れ制度と人権侵
害の回復』（外国人技能実習生問題弁護士連絡会編，
共著，明石書店，2018 年）等）。

2　技能実習制度の構造的な問題

技能実習制度には以下の構造的な問題があると
指摘されている。

（1）「技術移転を通じた国際貢献」という目的
が虚偽であること

現在，技能実習のうち団体監理型の受け入れが
96.6 ％を占めている（法務省「平成 29 年末 「技能
実習」に係る受入形態別総在留者数」）。中小企業に
よる受け入れを可能にする団体監理型受け入れが
ほとんどを占めているのである。また，そして，
受け入れ企業（実習実施機関）の半数は従業員数
10 人以下の企業である（公益財団法人国際研修協
力機構「平成 29 年度技能実習実施機関従業員規模別
構成比（団体監理型）」）。これらの企業が，技能実
習生を受け入れる目的が「技術移転を通じた国際
貢献」であるとは考え難く，労働力確保の目的で
行われているとみるのが自然である。また，2019
年 9 月 6 日，日本を代表する企業である株式会
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社日立製作所が，認定された技能実習計画に従っ
て技能実習を行わせていなかったとして，技能実
習法第 15 条第 1 項に規定する改善命令を受けて
いることから（外国人技能実習機構ホームページ），

「技術移転を通じた国際貢献」という目的に反し
た受け入れは常態化しているといえ，この制度が
労働力の確保のために使われていることが強く推
認される。

外国人労働者受け入れにおける政策的議論や報
道においても，技能実習制度が労働力受け入れ制
度として使われていることは当然の前提とされて
おり，「国際貢献」のための制度であるとは考え
られていない。

これらのことから，「技術移転を通じた国際貢
献」が虚偽であることは明白であるといってよい
だろう。

（2）職場移動の自由がない
技能実習生は「技術移転を通じた国際貢献」を

行うために，「技能実習計画」に基づいて 3 年間，
同じ雇用主の下で働くということになっている。
そのため，職場において労働基準諸法令が守られ
ていなかったり，ハラスメントの被害を受けたり
しても，職場を移動することが困難である。

不正行為が認定された場合には職場を移動でき
ることになっているが，そのためには不正行為が
あったことを証明しなければならないし，仮に不
正行為が認定されても，実際には移動先の雇用主
を見つけて移動することは極めて困難である。

そのため，技能実習生は，職場で違法行為が
あっても改善を要求することができず，また，抗
議することができない状況に陥っているのであ
る。

厚生労働省によると，2018 年に，監督指導を
実施した技能実習生受入事業場（実習実施者）は
7334 事業場（実習実施者）で，そのうち労働基
準関係法令違反が認められたのは 5160 事業場

（70.4 ％）とされているが，技能実習生から労働
基準監督機関に対して労働基準関係法令違反の是
正を求めてなされた申告は 103 件であったとされ
ている（厚生労働省「技能実習生の実習実施者に対
する監督指導，送検等の状況（平成 30 年）」）。少な

くとも 5160 事業場で労働基準関係法令違反が認
められているというのに，是正の申告がその約
2 ％の 103 件しかないというのは異常なことであ
ると思われる。これだけの違反があっても，技能
実習生は声をあげることができないのである。

（3）求人・求職の過程での中間搾取と人権侵害
団体監理型受け入れの場合，送出し国の送出し

機関と日本の監理団体が労働者受け入れの基本契
約を締結し，この 2 つの団体によって求人・求職
がなされる。

他人の就業に介入して利益を得ることは，中間
搾取として労働基準法 6 条により禁止されている
が，この規制は送出し国には及ばない。実際に，
送出し機関は実習生から，渡航費用や在留資格の
手続きに必要な実費をはるかに超える報酬を徴
収している。ベトナムの場合であれば，これは約
100 万円（ベトナムの平均年収の 4 年分相当額）が徴
収されることが多く，技能実習生の多くは借金を
してこれを支払っている（巣内尚子「奴隷労働　ベ
トナム人技能実習生の実態」2019 年・花伝社・59 頁）。

さらに，送出し機関と技能実習生の契約を担保
するために保証金徴取と違約金契約がなされるこ
とが多い。違約金契約には複数の保証人を付ける
ことが求められる。送出し機関と技能実習生の契
約には，受け入れ企業からの失踪の禁止，労働基
準監督署への申告の禁止，労働組合への加入の禁
止，弁護士への相談・依頼の禁止，恋愛・結婚・
妊娠の禁止等，人権侵害を内容とするものが含ま
れている。これは技能実習制度上禁止されている
が，かなり多くの場合になされている。

また，監理団体（事業協同組合他）は受け入れ
企業から，1 人の実習生につき 3 万～ 5 万円程度
の管理費を徴収している。これは，技能実習生か
ら直接徴収するものではないが，技能実習生の低
賃金の一つの要因になっている。

Ⅲ　新たな外国人労働者受け入れ制度

1　特定技能制度による外国人労働者の受け入れ開始

2018 年 12 月 8 日に改正入管法が成立し，2019
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年 4 月 1 日から施行され，特定技能 1 号及び特定
技能 2 号という在留資格が創設された。これは，
技能実習等と違い外国人労働者受け入れを正面か
ら認める制度であり，バックドアでもサイドドア
でもない，フロントドアからの受け入れである。
政府は，これまで「いわゆる単純労働者」の受け
入れとして認めてこなかった分野についての外国
人労働者受け入れを認めたのである。しかし，政
府は，これをあくまでも「専門的・技術的分野」
の受け入れの一部であると説明して，これまでの
政策が誤っていなかったと強弁している。そし
て，特定技能の創設によって不要になるはずの技
能実習制度の廃止もしなかった。技能実習制度は
国際貢献の制度であるから，これまで通り続ける
といっている。

特定技能による労働者の受け入れ分野は「生産
性の向上や国内人材確保のための取り組みを行っ
てもなお，当該分野の存続のために外国人材が必
要と認められる分野」で，「特定技能 1 号」は外
食，宿泊，介護，ビルクリーニング業，農業，漁
業，飲食料品製造業（水産加工業含む），素形材産
業，産業機械製造業，電子・電気機器関連産業，
建設業，造船・舶用工業，自動車整備業，航空業

（空港グランドハンドリング・航空機整備）の 14 業
種で受け入れる。政府は 5 年間で最大 34 万 5 千
人を受け入れると説明している。また，「特定技
能 2 号」は建設，造船・舶用工業の 2 業種のみで
の受け入れとなった。

特定技能 1 号は家族帯同ができず，在留期間は
通算 5 年間が上限とされている。これは，技能実
習に似た制度であり，定住化をさせないために，
家族帯同を認めず，在留期間の上限を設けるもの
である。これに対して，特定技能 2 号は家族帯同
が認められ，在留期間の上限はない。特定技能 2
号は，主に特定技能 1 号からの移行が想定されて
いる。しかし，現在においては，特定技能 2 号は
2 業種しか認められておらず，特定技能 1 号 14
業種のうち 12 業種は特定技能 2 号に移行する可
能性がないことになる。

2　特定技能による外国人労働者受け入れについて
の意見

今回の入管法改正は，これまでのサイドドア・
バックドアからの受け入れという形での外国人労
働者受け入れ制度を是正し，正面からの外国人労
働者受け入れ制度を創設する機会であり，また，
そのための議論を国会や社会において行うことが
できる機会でもあった。しかし，実際には，政府
方針を 2018 年 6 月に示して，同年 12 月に法案を
採択するという形で進められ，国会で十分な審議
を行い，社会的にも十分な議論を行うことができ
なかった。

何よりも残念だったのは，制度の根本に欠陥を
有している技能実習制度が廃止されなかったこと
である。

また，特定技能制度も，特に特定技能 1 号が技
能実習制度と似た制度であり，求人・求職の過程
での中間搾取や人権侵害を内容とする契約をさせ
られる危険が大きいのに，これを防ぐためのブ
ローカーの規制も行われなかった。なお，技能実
習制度と違い，特定技能 1 号は職場を移動する権
利が認められており，この点は評価できるが，実
際に職場を移動する権利がどのように保障される
かは現在においても明らかではない。また，特定
技能 1 号も 2 号も，日本語試験と技能検定試験の
合格が受け入れの要件となるが，技能実習 2 号の
終了者（技能実習を 3 年間行った者）は特定技能 1
号の要件である試験が免除されることになったの
で，特定技能 1 号は技能実習 2 号の後継制度のよ
うな役割を果たすことになり，技能実習制度の問
題をそのまま引き継ぐ危険が高まった。

特定技能 1 号は，家族帯同ができず，通算 5 年
という在留資格の上限がある点で，定住化につな
がらない受け入れである。日本に労働者として受
け入れながら，定住化の可能性を断つことは，労
働者の使い捨てであるという批判を受けてもやむ
を得ない。ただし，特定技能 2 号への移行が認め
られているので，この移行が実際に行われるのな
ら，定住化を希望する労働者は特定技能 2 号へ移
行することによりその希望を実現できることにな
る。しかし，2022 年に受け入れが始まる特定技
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能 2 号は 2 業種しか認められない予定であること
から，特定技能 14 業種のうち 12 業種の労働者は
2 号への移行可能性がないことになる。この点が
大きな問題であり，特定技能 2 号の業種を 14 業
種に拡大して，定住化への道を開くべきである。

また，枠が小さいとはいえ，特定技能 2 号によ
る定住化へつながりうる外国人労働者受け入れが
開始されたのに，労働者受け入れ後の多文化共生
政策ないし統合政策の検討は著しく遅れている。
本来，これは，外国人労働者受け入れ制度ととも
に検討すべき重要な事項である。

なお，私は，2018 年 11 月 22 日，衆議院法務
委員会に参考人として呼ばれ，入管法改正案につ
いての意見を述べた。その概要は，ここで述べた
こととおおむね同一である。

スイスの作家マックス・フリッシュは，「我々
は労働力を呼んだが，やってきたのは人間だっ
た」と述べている。これまでの，外国人労働者受
け入れ制度において，最も欠けていたのがこの視
点である。労働力が必要だと考えて外国人労働者
の受け入れを検討したとしても，実際に来るのは
生身の人間なのである。人間には生活があり，ま
た，権利の主体である。外国人労働者の生活と権
利を守るという視点を持って，外国人労働者受け
入れ制度は検討されなければならないのである。

　いぶすき・しょういち　暁法律事務所弁護士。最近の主
な著作に「外国人技能実習生法的支援マニュアル─今後
の外国人労働者受入れ制度と人権侵害の回復」（共著，
2018 年，明石書店）。労働法専攻。


